
債の起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、「第

第３条 地方自治法第230条第１項の規定により起こすことができる市

　る。

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表__

　れの最高額は、190,000,000 千円と定める。

　　　令和２年２月13日提出

横 浜 市 長　　　林　　　文   子

　３表　市債」による。

令和２年度横浜市一般会計予算

　と定める。

　（市　債）

　（一時借入金）

第４条 地方自治法第235条の３第２項の規定による一時借入金の借入

　歳入歳出予算」による。

　（歳入歳出予算）

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ1,740,016,406千円

　令和２年度横浜市の一般会計の予算は、次に定めるところによる。

とができる事項、期間及び限度額は、「第２表 債務負担行為」によ

　（債務負担行為）

第２条 地方自治法第214条の規定により債務を負担する行為をするこ
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第１表　歳 入 歳 出 予 算

  　歳  　　入

金　　　　　　額

1 市 税 844,082,000

1 市 民 税 465,238,000

2 固 定 資 産 税 276,996,000

3 軽 自 動 車 税 3,120,000

4 市 た ば こ 税 19,885,000

5 入 湯 税 79,000

6 事 業 所 税 18,457,000

7 都 市 計 画 税 60,307,000

2 地 方 譲 与 税 8,962,001

1 地 方 揮 発 油 譲 与 税 2,956,000

2 自 動 車 重 量 譲 与 税 4,514,000

3 地 方 道 路 譲 与 税 1

4 森 林 環 境 譲 与 税 302,000

5 特 別 と ん 譲 与 税 1,161,000

6 石 油 ガ ス 譲 与 税 29,000

3 利 子 割 交 付 金 464,000

1 利 子 割 交 付 金 464,000

4 配 当 割 交 付 金 4,648,000

1 配 当 割 交 付 金 4,648,000

5 株 式 等 譲 渡 所 得 割 交 付 金 3,396,000

1 株式等譲渡所得割交付金 3,396,000

款 項

千円
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金　　　　　　額款 項

6 分 離 課 税 所 得 割 交 付 金 991,000

1 分 離 課 税 所 得 割 交 付 金 991,000

7 法 人 事 業 税 交 付 金 3,881,000

1 法 人 事 業 税 交 付 金 3,881,000

8 地 方 消 費 税 交 付 金 82,369,000

1 地 方 消 費 税 交 付 金 82,369,000

9 ゴ ル フ 場 利 用 税 交 付 金 139,000

1 ゴ ル フ 場 利 用 税 交 付 金 139,000

10 環 境 性 能 割 交 付 金 2,354,000

1 環 境 性 能 割 交 付 金 2,354,000

11 軽 油 引 取 税 交 付 金 11,895,000

1 軽 油 引 取 税 交 付 金 11,895,000

12
国 有 提 供 施 設 等 所 在
市 町 村 助 成 交 付 金

500,000

1
国 有 提 供 施 設 等 所 在
市 町 村 助 成 交 付 金

500,000

13 地 方 特 例 交 付 金 5,051,000

1 地 方 特 例 交 付 金 5,051,000

14 地 方 交 付 税 20,000,000

1 地 方 交 付 税 20,000,000

15 交 通 安 全 対 策 特 別 交 付 金 840,000

1 交通安全対策特別交付金 840,000

16 分 担 金 及 び 負 担 金 27,405,572

1 負 担 金 27,405,572

17 使 用 料 及 び 手 数 料 49,876,279

千円
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金　　　　　　額款 項

1 使 用 料 39,569,176

2 手 数 料 10,307,103

18 国 庫 支 出 金 335,416,392

1 国 庫 負 担 金 287,856,867

2 国 庫 補 助 金 46,349,321

3 国 庫 委 託 金 1,210,204

19 県 支 出 金 89,871,685

1 県 負 担 金 64,846,680

2 県 補 助 金 16,778,083

3 県 委 託 金 8,246,922

20 財 産 収 入 14,596,267

1 財 産 運 用 収 入 5,715,370

2 財 産 売 払 収 入 8,880,897

21 寄 附 金 1,079,821

1 寄 附 金 1,079,821

22 繰 入 金 33,017,635

1 資産活用推進基金繰入金 2,109,221

2 財 政 調 整 基 金 繰 入 金 4,138,889

3 都市交通基盤整備基金繰入金 190,263

4 市民活動推進基金繰入金 38,171

5 都 市 整 備 基 金 繰 入 金 200,000

6 環 境 保 全 基 金 繰 入 金 60,539

7 社 会 福 祉 基 金 繰 入 金 71,736

千円
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金　　　　　　額款 項

8
世 界 を 目 指 す 若 者
応 援 基 金 繰 入 金

11,200

9 協 働 の 森 基 金 繰 入 金 25,000

10 動 物 園 基 金 繰 入 金 9,000

11
母子父子寡婦福祉資金会計
繰 入 金

211,866

12 学校施設整備基金繰入金 30,000

13 減 債 基 金 繰 入 金 25,921,750

23 繰 越 金 1

1 繰 越 金 1

24 諸 収 入 72,519,753

1 延滞金、加算金及び過料 394,171

2 市 預 金 利 子 2,000

3 貸 付 金 元 利 収 入 47,832,751

4 収 益 事 業 収 入 10,000,000

5 雑 入 14,290,831

25 市 債 126,661,000

1 市 債 126,661,000

1,740,016,406歳 入 合 計

千円
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金　　　　　　額

1 議 会 費 3,118,043

1 議 会 費 3,118,043

2 総 務 費 84,537,673

1 政 策 費 22,648,570

2 国 際 費 1,665,601

3 総 務 費 41,071,855

4 財 政 費 2,644,719

5 税 務 費 13,312,208

6 会 計 管 理 費 1,581,823

7 人 事 委 員 会 費 270,330

8 監 査 費 441,007

9 選 挙 費 901,560

3 市 民 費 51,662,275

1 市 民 行 政 費 22,851,509

2 地 域 行 政 費 28,810,766

4 文 化 観 光 費 14,283,901

1 文 化 観 光 費 14,283,901

5 経 済 費 43,609,572

1 経 済 費 43,609,572

6 こ ど も 青 少 年 費 307,930,695

1 青 少 年 費 22,404,209

2 子 育 て 支 援 費 187,966,013

  　歳  　　出

項款

千円
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金　　　　　　額項款

3 こ ど も 福 祉 保 健 費 97,560,473

7 健 康 福 祉 費 339,488,045

1 社 会 福 祉 費 44,719,948

2 障 害 者 福 祉 費 117,404,031

3 老 人 福 祉 費 11,747,499

4 生 活 援 護 費 129,439,389

5 健 康 福 祉 施 設 整 備 費 6,005,648

6 公 衆 衛 生 費 23,242,192

7 環 境 衛 生 費 3,202,789

8 医 療 政 策 費 3,726,549

8 環 境 創 造 費 36,371,268

1 環 境 総 務 費 9,305,827

2 総 合 企 画 費 1,202,232

3 環 境 保 全 費 464,370

4 環 境 活 動 推 進 費 1,009,033

5 環 境 施 設 費 9,236,397

6 環 境 整 備 費 15,153,409

9 資 源 循 環 費 41,993,265

1 資 源 循 環 管 理 費 22,933,925

2 適 正 処 理 費 18,637,756

3 し 尿 処 理 費 421,584

10 建 築 費 24,914,290

1 建 築 指 導 費 12,476,624

千円
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金　　　　　　額項款

2 住 宅 費 12,437,666

11 都 市 整 備 費 19,194,927

1 都 市 整 備 費 19,194,927

12 道 路 費 82,793,943

1 道 路 維 持 管 理 費 24,608,617

2 道 路 整 備 費 54,337,663

3 河 川 費 3,847,663

13 港 湾 費 19,034,944

1 港 湾 管 理 費 14,682,644

2 港 湾 整 備 費 4,352,300

14 消 防 費 39,522,528

1 消 防 費 39,522,528

15 教 育 費 258,371,357

1 教 育 総 務 費 186,795,004

2 小 学 校 費 11,207,678

3 中 学 校 費 5,308,127

4 高 等 学 校 費 886,232

5 特 別 支 援 学 校 費 1,347,474

6 生 涯 学 習 費 2,922,426

7 学 校 保 健 体 育 費 20,355,639

8 教 育 施 設 整 備 費 29,548,777

16 公 債 費 189,169,042

1 公 債 費 181,565,663

千円
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金　　　　　　額項款

2
第三セクター等改革推進債
公 債 費

7,603,379

17 諸 支 出 金 183,020,638

1 特 別 会 計 繰 出 金 183,020,638

18 予 備 費 1,000,000

1 予 備 費 1,000,000

1,740,016,406歳 出 合 計

千円
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　第２表　債 務 負 担 行 為

　　１　新たに債務負担行為をするもの

オンライン健康医療相談モデ
ル事業における成果連動型業
務委託契約の締結に係る予算
外義務負担

令 和 ３ 年 度 限 度 額 6,000 千円

横浜市市庁舎商業施設プロパ
ティマネジメント業務委託契
約の締結に係る予算外義務負
担

令和３年度から
令和12年度まで

限 度 額 140,000 千円

本牧市民プールの整備及び施
設維持管理等の実施に係る予
算外義務負担

令和３年度から
令和14年度まで

限 度 額 2,600,000 千円

学校施設夜間照明設備整備工
事請負契約の締結に係る予算
外義務負担

令 和 ３ 年 度 限 度 額 45,000 千円

都田地区センター（仮称）及
び都田地域ケアプラザ（仮
称）整備工事請負契約の締結
に係る予算外義務負担

令 和 ３ 年 度 限 度 額 910,000 千円

本郷台駅前公共施設用床取得
に係る予算外義務負担

令 和 ３ 年 度 限 度 額 1,200,000 千円

鶴見区民文化センター天井改
修工事請負契約の締結に係る
予算外義務負担

令和３年度から
令和４年度まで

限 度 額 600,000 千円

横浜美術館大規模改修工事請
負契約の締結に係る予算外義
務負担

令和３年度から
令和５年度まで

限 度 額 12,000,000 千円

事　　　　　　項 期　　　間 限　　　　　　度　　　　　　 額
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事　　　　　　項 期　　　間 限　　　　　　度　　　　　　 額

横浜みなとみらいホール大規
模改修工事請負契約の締結に
係る予算外義務負担

令和３年度から
令和４年度まで

限 度 額 7,200,000 千円

港北区民文化センター（仮
称）用床取得に係る予算外義
務負担

令和３年度から
令和５年度まで

限 度 額 3,200,000 千円

横浜市中央職業訓練校訓練業
務委託契約の締結に係る予算
外義務負担

令 和 ３ 年 度 限 度 額 12,000 千円

西部児童相談所再整備工事請
負契約の締結に係る予算外義
務負担

令 和 ３ 年 度 限 度 額 1,400,000 千円

西柴地域ケアプラザ（仮称）
及び西柴コミュニティハウス
（仮称）用床取得に係る予算
外義務負担

令 和 ３ 年 度 限 度 額 240,000 千円

公園施設修繕工事請負契約の
締結に係る予算外義務負担

令 和 ３ 年 度 限 度 額 130,000 千円

公園緑地設備改良工事請負契
約の締結に係る予算外義務負
担

令 和 ３ 年 度 限 度 額 15,000 千円

ウド軟化栽培施設撤去工事請
負契約の締結に係る予算外義
務負担

令 和 ３ 年 度 限 度 額 67,000 千円

粗大ごみ収集業務委託契約の
締結に係る予算外義務負担

令 和 ３ 年 度 限 度 額 200,000 千円
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事　　　　　　項 期　　　間 限　　　　　　度　　　　　　 額

金沢工場中央監視制御装置更
新工事請負契約の締結に係る
予算外義務負担

令和３年度から
令和４年度まで

限 度 額 1,400,000 千円

狭あい道路拡幅整備工事請負
契約の締結に係る予算外義務
負担

令 和 ３ 年 度 限 度 額 450,000 千円

公共建築物長寿命化対策のた
めの修繕業務等委託契約の締
結に係る予算外義務負担

令 和 ３ 年 度 限 度 額 400,000 千円

道水路等境界調査業務委託契
約の締結に係る予算外義務負
担

令 和 ３ 年 度 限 度 額 64,000 千円

道路用地管理工事請負契約の
締結に係る予算外義務負担

令 和 ３ 年 度 限 度 額 16,000 千円

道路修繕工事請負契約の締結
に係る予算外義務負担

令 和 ３ 年 度 限 度 額 1,700,000 千円

交通安全施設等整備・補修工
事請負契約の締結に係る予算
外義務負担

令 和 ３ 年 度 限 度 額 310,000 千円

都市計画道路用地管理工事請
負契約の締結に係る予算外義
務負担

令 和 ３ 年 度 限 度 額 62,000 千円

河川・水路等修繕工事請負契
約の締結に係る予算外義務負
担

令 和 ３ 年 度 限 度 額 96,000 千円
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事　　　　　　項 期　　　間 限　　　　　　度　　　　　　 額

河川整備工事請負契約の締結
に係る予算外義務負担

令 和 ３ 年 度 限 度 額 240,000 千円

阿久和川護岸整備及び橋際橋
改築工事請負契約の締結に係
る予算外義務負担

令 和 ３ 年 度 限 度 額 150,000 千円

臨港道路管理修繕業務委託契
約等の締結に係る予算外義務
負担

令 和 ３ 年 度 限 度 額 39,000 千円

港湾施設修繕工事請負契約の
締結に係る予算外義務負担

令 和 ３ 年 度 限 度 額 48,000 千円

消防本部庁舎整備工事請負契
約の締結に係る予算外義務負
担

令和３年度から
令和５年度まで

限 度 額 11,000,000 千円

消防通信指令システム設備更
新工事請負契約の締結に係る
予算外義務負担

令和３年度から
令和５年度まで

限 度 額 3,800,000 千円

消防艇更新整備工事請負契約
の締結に係る予算外義務負担

令 和 ３ 年 度 限 度 額 580,000 千円

横浜市中央図書館ＥＳＣＯ事
業委託契約の締結に係る予算
外義務負担

令和３年度から
令和15年度まで

限 度 額 140,000 千円

緑園義務教育学校整備工事請
負契約の締結に係る予算外義
務負担

令 和 ３ 年 度 限 度 額 2,400,000 千円
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事　　　　　　項 期　　　間 限　　　　　　度　　　　　　 額

小中学校増築工事請負契約の
締結に係る予算外義務負担

令 和 ３ 年 度 限 度 額 770,000 千円

小中学校建替工事請負契約の
締結に係る予算外義務負担

令 和 ３ 年 度 限 度 額 470,000 千円

学校施設改修業務委託契約の
締結に係る予算外義務負担

令 和 ３ 年 度 限 度 額 1,000,000 千円
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　　２　過年度に債務負担行為をしたものの変更

事　項 期　間 事　項 期　間

公益財団 平成31年 借入限度額 28,009,550千円 公益財団 令和２年 借入限度額 16,188,250千円

法人横浜 ４月から 借 入 先 市中の金融機関等 法人横浜 ４月から 借 入 先 市中の金融機関等

市建築助 令和３年 利 率 年7.0％以内＿＿＿ 市建築助 令和４年 利 率 年7.0％以内＿＿＿

成公社の ３月まで 償 還 方 法 借入れの月から令 成公社の ３月まで 償 還 方 法 借入れの月から令

ためにす 和３年３月までの ためにす 和４年３月までの

る損失補 間に償還＿＿＿＿ る損失補 間に償還＿＿＿＿

償＿＿＿ 償＿＿＿

横浜市住 平成31年 借入限度額 2,820,000千円 横浜市住 令和２年 借入限度額 2,780,000千円

宅供給公 ４月から 借 入 先 市中の金融機関等 宅供給公 ４月から 借 入 先 市中の金融機関等

社のため 令和７年 利 率 年7.0％以内＿＿＿ 社のため 令和８年 利 率 年7.0％以内＿＿＿

にする損 ３月まで 償 還 方 法 借入れの月から令 にする損 ３月まで 償 還 方 法 借入れの月から令

失補償＿ 和７年３月までの 失補償＿ 和８年３月までの

間に償還＿＿＿＿ 間に償還＿＿＿＿

株式会社 平成31年 借入限度額 6,795,000千円 株式会社 令和２年 借入限度額 6,005,000千円

横浜国際 ４月から 借 入 先 市中の金融機関等 横浜国際 ４月から 借 入 先 市中の金融機関等

平和会議 令和10年 利 率 年7.0％以内＿＿＿ 平和会議 令和10年 利 率 年7.0％以内＿＿＿

場のため ３月まで 償 還 方 法 借入れの月から令 場のため ３月まで 償 還 方 法 借入れの月から令

にする損 和10年３月までの にする損 和10年３月までの

失補償＿ 間に償還＿＿＿＿ 失補償＿ 間に償還＿＿＿＿

一般財団 平成31年 借入限度額 37,147,000千円 一般財団 令和２年 借入限度額 32,682,500千円

法人横浜 ４月から 借 入 先 市中の金融機関＿ 法人横浜 ４月から 借 入 先 市中の金融機関＿

市道路建 令和10年 利 率 年7.0％以内＿＿＿ 市道路建 令和10年 利 率 年7.0％以内＿＿＿

設事業団 ３月まで 償 還 方 法 借入れの月から令 設事業団 ３月まで 償 還 方 法 借入れの月から令

のために 和10年３月までの のために 和10年３月までの

する損失 間に償還＿＿＿＿ する損失 間に償還＿＿＿＿

補償＿＿ 補償＿＿

横浜高速 平成31年 借入限度額 50,373,000千円 横浜高速 令和２年 借入限度額 43,162,000千円

鉄道株式 ４月から 借 入 先 市中の金融機関等 鉄道株式 ４月から 借 入 先 市中の金融機関等

会社のた 令和22年 利 率 年7.0％以内＿＿＿ 会社のた 令和23年 利 率 年7.0％以内＿＿＿

めにする ３月まで 償 還 方 法 借入れの月から令 めにする ３月まで 償 還 方 法 借入れの月から令

損失補償 和22年３月までの 損失補償 和23年３月までの

間に償還＿＿＿＿ 間に償還＿＿＿＿

変 更 前 変 更 後

限　　度　　額 限　　度　　額
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事　項 期　間 事　項 期　間

変 更 前 変 更 後

限　　度　　額 限　　度　　額

株式会社 平成31年 借入限度額 1,935,000千円 株式会社 令和２年 借入限度額 1,351,000千円

横浜港国 ４月から 借 入 先 市中の金融機関＿ 横浜港国 ４月から 借 入 先 市中の金融機関＿

際流通セ 令和12年 利 率 年7.0％以内＿＿＿ 際流通セ 令和13年 利 率 年7.0％以内＿＿＿

ンターの ３月まで 償 還 方 法 借入れの月から令 ンターの ３月まで 償 還 方 法 借入れの月から令

ためにす 和12年３月までの ためにす 和13年３月までの

る損失補 間に償還＿＿＿＿ る損失補 間に償還＿＿＿＿

償＿＿＿ 償＿＿＿

株式会社 平成31年 借入限度額 1,640,000千円 株式会社 令和２年 借入限度額 800,000千円

横浜シー ４月から 借 入 先 市中の金融機関等 横浜シー ４月から 借 入 先 市中の金融機関等

サイドラ 令和３年 利 率 年7.0％以内＿＿＿ サイドラ 令和３年 利 率 年7.0％以内＿＿＿

インのた ３月まで 償 還 方 法 借入れの月から令 インのた ３月まで 償 還 方 法 借入れの月から令

めにする 和３年３月までの めにする 和３年３月までの

損失補償 間に償還＿＿＿＿ 損失補償 間に償還＿＿＿＿
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　第３表　市　　　債

千円

横浜市立大学貸付金 1,500,000

市債証券の発行または普通貸借の
方法による。＿＿＿＿＿＿＿＿＿

起債の時期は令和２会計年度。ただ
し、その全部または一部を翌年度以後
に繰り越し、起債することができ
る。＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

外国通貨により起債する場合に
は、その限度額は、前記金額の全部
または一部を、起債日における外国
為替相場で換算した金額によること
ができる。また、この場合におい
て、市債証券を紛失または滅失した
ものに交付するため必要あるとき
は、限度額欄に規定するもののほ
か、市債証券を発行することができ
る 。 ＿ ＿ ＿ ＿ ＿ ＿ ＿ ＿ ＿ ＿ ＿

　5.0％以内
　ただし、利
率見直し方式
で借り入れる
資金につい
て、利率の見
直しを行った
後において
は、当該見直
し後の利率と
する。＿

＿起債年度の翌
年度から据置期
間を含め、30年
以内に償還する。
ただし、本期間
中、未償還額の
範囲内において
借 り 換 え る こ と
ができる。＿＿
＿公的資金を借
り入れる場合は、
その融通条件に
よる。＿＿＿＿

横浜市立大学関係
施 設 整 備 費

676,000 同　　　　　　　　　上 同　上 同　　　上

新 市 庁 舎 整 備 費 1,084,000 同　　　　　　　　　上 同　上 同　　　上

総 務 施 設 整 備 費 951,000 同　　　　　　　　　上 同　上 同　　　上

危機管理施設整備費 1,203,000 同　　　　　　　　　上 同　上 同　　　上

スポーツ施設整備費 1,934,000 同　　　　　　　　　上 同　上 同　　　上

地 域 施 設 整 備 費 4,464,000 同　　　　　　　　　上 同　上 同　　　上

創造界隈拠点整備費 25,000 同　　　　　　　　　上 同　上 同　　　上

文 化 施 設 整 備 費 1,767,000 同　　　　　　　　　上 同　上 同　　　上

青 少 年 育 成 施 設
整 備 費

113,000 同　　　　　　　　　上 同　上 同　　　上

保 育 所 等 整 備 費 461,000 同　　　　　　　　　上 同　上 同　　　上

放課後児童育成施設
整 備 費

11,000 同　　　　　　　　　上 同　上 同　　　上

起 債 の 目 的 限 度 額 起 債 の 方 法 利 率 償還の方法
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千円

起 債 の 目 的 限 度 額 起 債 の 方 法 利 率 償還の方法

児童福祉施設整備費 664,000

市債証券の発行または普通貸借の
方法による。＿＿＿＿＿＿＿＿＿

起債の時期は令和２会計年度。ただ
し、その全部または一部を翌年度以後
に繰り越し、起債することができ
る。＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

外国通貨により起債する場合に
は、その限度額は、前記金額の全部
または一部を、起債日における外国
為替相場で換算した金額によること
ができる。また、この場合におい
て、市債証券を紛失または滅失した
ものに交付するため必要あるとき
は、限度額欄に規定するもののほ
か、市債証券を発行することができ
る 。 ＿ ＿ ＿ ＿ ＿ ＿ ＿ ＿ ＿ ＿ ＿

　5.0％以内
　ただし、利
率見直し方式
で借り入れる
資金につい
て、利率の見
直しを行った
後において
は、当該見直
し後の利率と
する。＿

＿起債年度の翌
年度から据置期
間を含め、30年
以内に償還する。
ただし、本期間
中、未償還額の
範囲内において
借 り 換 え る こ と
ができる。＿＿
＿公的資金を借
り入れる場合は、
その融通条件に
よる。＿＿＿＿

健康福祉施設整備費 3,066,000 同　　　　　　　　　上 同　上 同　　　上

葬 務 施 設 整 備 費 139,000 同　　　　　　　　　上 同　上 同　　　上

公 園 緑 地 整 備 費 7,253,000 同　　　　　　　　　上 同　上 同　　　上

事 務 所 等 整 備 費 147,000 同　　　　　　　　　上 同　上 同　　　上

車 両 管 理 費 343,000 同　　　　　　　　　上 同　上 同　　　上

工 場 費 2,331,000 同　　　　　　　　　上 同　上 同　　　上

産業廃棄物対策費 104,000 同　　　　　　　　　上 同　上 同　　　上

し 尿 処 理 施 設 費 54,000 同　　　　　　　　　上 同　上 同　　　上

住環境改善事業費 220,000 同　　　　　　　　　上 同　上 同　　　上

公共建築物長寿命化
対 策 費

2,100,000 同　　　　　　　　　上 同　上 同　　　上

市 営 住 宅 管 理 費 243,000 同　　　　　　　　　上 同　上 同　　　上

市 営 住 宅 整 備 費 1,548,000 同　　　　　　　　　上 同　上 同　　　上
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千円

起 債 の 目 的 限 度 額 起 債 の 方 法 利 率 償還の方法

都 市 交 通 費 7,711,000

市債証券の発行または普通貸借の
方法による。＿＿＿＿＿＿＿＿＿

起債の時期は令和２会計年度。ただ
し、その全部または一部を翌年度以後
に繰り越し、起債することができ
る。＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

外国通貨により起債する場合に
は、その限度額は、前記金額の全部
または一部を、起債日における外国
為替相場で換算した金額によること
ができる。また、この場合におい
て、市債証券を紛失または滅失した
ものに交付するため必要あるとき
は、限度額欄に規定するもののほ
か、市債証券を発行することができ
る 。 ＿ ＿ ＿ ＿ ＿ ＿ ＿ ＿ ＿ ＿ ＿

　5.0％以内
　ただし、利
率見直し方式
で借り入れる
資金につい
て、利率の見
直しを行った
後において
は、当該見直
し後の利率と
する。＿

＿起債年度の翌
年度から据置期
間を含め、30年
以内に償還する。
ただし、本期間
中、未償還額の
範囲内において
借 り 換 え る こ と
ができる。＿＿
＿公的資金を借
り入れる場合は、
その融通条件に
よる。＿＿＿＿

地 域 整 備 費 1,660,000 同　　　　　　　　　上 同　上 同　　　上

道 路 等 維 持 費 1,000,000 同　　　　　　　　　上 同　上 同　　　上

交 通 安 全 施 設 等
整 備 費

214,000 同　　　　　　　　　上 同　上 同　　　上

道 路 特 別 整 備 費 5,009,000 同　　　　　　　　　上 同　上 同　　　上

街 路 整 備 費 10,119,000 同　　　　　　　　　上 同　上 同　　　上

高速道路等整備費 190,000 同　　　　　　　　　上 同　上 同　　　上

道 路 費 負 担 金 9,406,000 同　　　　　　　　　上 同　上 同　　　上

河 川 管 理 費 157,000 同　　　　　　　　　上 同　上 同　　　上

河 川 整 備 費 661,000 同　　　　　　　　　上 同　上 同　　　上

港湾施設等維持費 3,150,000 同　　　　　　　　　上 同　上 同　　　上

ふ 頭 整 備 費 523,000 同　　　　　　　　　上 同　上 同　　　上

港湾整備費負担金 956,000 同　　　　　　　　　上 同　上 同　　　上

21



千円

起 債 の 目 的 限 度 額 起 債 の 方 法 利 率 償還の方法

警防活動施設整備費 617,000

市債証券の発行または普通貸借の
方法による。＿＿＿＿＿＿＿＿＿

起債の時期は令和２会計年度。ただ
し、その全部または一部を翌年度以後
に繰り越し、起債することができ
る。＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

外国通貨により起債する場合に
は、その限度額は、前記金額の全部
または一部を、起債日における外国
為替相場で換算した金額によること
ができる。また、この場合におい
て、市債証券を紛失または滅失した
ものに交付するため必要あるとき
は、限度額欄に規定するもののほ
か、市債証券を発行することができ
る 。 ＿ ＿ ＿ ＿ ＿ ＿ ＿ ＿ ＿ ＿ ＿

　5.0％以内
　ただし、利
率見直し方式
で借り入れる
資金につい
て、利率の見
直しを行った
後において
は、当該見直
し後の利率と
する。＿

＿起債年度の翌
年度から据置期
間を含め、30年
以内に償還する。
ただし、本期間
中、未償還額の
範囲内において
借 り 換 え る こ と
ができる。＿＿
＿公的資金を借
り入れる場合は、
その融通条件に
よる。＿＿＿＿

消防団施設整備費 470,000 同　　　　　　　　　上 同　上 同　　　上

消 防 施 設 整 備 費 1,052,000 同　　　　　　　　　上 同　上 同　　　上

教育関連施設整備費 322,000 同　　　　　　　　　上 同　上 同　　　上

学 校 用 地 費 446,000 同　　　　　　　　　上 同　上 同　　　上

小・中学校整備費 6,612,000 同　　　　　　　　　上 同　上 同　　　上

学 校 施 設 営 繕 費 10,540,000 同　　　　　　　　　上 同　上 同　　　上

水道事業会計繰出金 78,000 同　　　　　　　　　上 同　上 同　　　上

高速鉄道事業会計
繰 出 金

3,367,000 同　　　　　　　　　上 同　上 同　　　上

臨 時 財 政 対 策 債 30,000,000 同　　　　　　　　　上 同　上 同　　　上

計 126,661,000
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